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１.はじめに 
 本稿は、都議会議員を対象に様々な⽅向からの質問を集めたアンケートを実施し、その内
容を政策に焦点を当ててまとめたものである。具体的には、都議会で⾏われている議論の内
容、政策はどのように決められているのかを調査していきたい。政策はどのように採⽤され
ているのか、加えて政策決定にあたってどのような議論がされているのかを明らかにするた
め、分析を⾏う。本稿では特に、「あなたが現在最も積極的に取り組んでいる政策は、主に
どのような⼈々を対象にしたものでしょうか。」という質問に注⽬する。議員の回答と政策
の関連度を軸として、回答と実際の政策を⽐較し、各政党の政策対象について分析していく
。 
 
２.先⾏研究 
 
 選挙公約や政党の⽅針通りに都議会では政策が展開されているのかという観点から先⾏研
究をレビューする。まず、議員と知事の関係性について注⽬した依⽥(1995)は、1970 年代か
ら⾃⺠党が政権を失うまでの期間に知事選挙や市町村⻑選挙の政党間協⼒関係の実態につい
て整理している。1990 年代最も激しかった対⽴は PKO 法をめぐる⾃⺠党と社会党および共
産党の対⽴であった。しかし社会党が⾃⺠党に深く協⼒して当選を勝ち取った事例もある。
⼀⽅で、この⾃⺠党と反⾃⺠党との対⽴は地⽅には及んでいなかった。それに加え、地⽅で
は与党と野党が協⼒し合うことが⼀般的であった。つまり、地⽅政治における政策は国政よ
りも政党間で対⽴することが少ない。なぜなら、⽇本の地⽅制度は、⾸⻑と議会との関係に
おいて⾸⻑の⽅が強い制度をとっている。したがって、議員ひいては政党は⾸⻑選挙の結果
として野党になる⽴場を選択する危険を冒すことができない。 

また、政党組織に関しては、以下のように整理されている。⽇本の政党は、共産党や旧公
明党を除いて、それぞれの独⾃の組織をもたず、政党に系列化した業界団体や労働組合など
が政党を⽀えているが、各団体もその構成員全員が⼀つの政党を⽀持しているわけではなく
、系列団体が政党間の協⼒関係を促す要因として機能している。候補者の個⼈的組織である
後援会組織も、政治家個⼈との結びつきは 強いものの必ずしも政党⽀持が⼀本化している
とはいえず、⾸⻑選挙での候補者⽀持の⾃由度が⾼い組織である。つまり、議員⼀⼈⼀⼈が
必ずしも同じ意⾒を持っているわけではない。⾸⻑はあくまでもその地⽅⾃治体をまとめる
ものである。選挙の対⽴構造そして政党組織の⼆⾯において、国政と地⽅政治では政党間の
関係が異なっている。次に、地⽅議員の選挙公約の⼀致度について調査した⻑⾕川（2016
）は、選挙公報、議会発⾔と条例への賛否をもとに、⻘森県、東京都、⼤阪府の議会議員に
おける公約と活動の⼀致度を分析している。政治のインターネット参⼊が進んだことにより
、公約の実現度を検証することができるようになった。⻑⾕川（2016）によれば、⾸⻑与
党所属である場合は公約と活動は⼀致するが、⾸⻑与党所属ではない場合は公約と活動は⼀
致しない。この結果を都議会にあてはめるならば、都⺠ファーストは公約と議員活動が⼀致
する。しかし、その他政党は公約と議員活動が⼀致しない、という仮説を⽴てることができ
る。 
 
 
 
 
 



 
 
 
 しかし、地⽅議会議事録をデータ活⽤することができると述べる川浦（2019）は公約が
実際守られているかを議会議事録から分析することができると指摘している。実際 のデー
タで検証することを通じて理論そのものの妥当性を追究 するためには、個別議会のデータ
を利⽤するだけでは 不⼗分であるため、⻑⾕川（2016）も⽤いたデータが完全とは⾔い難
いとしている。つまり、まだ地⽅議会議事録は科学的に分析できている段階ではない。した
がって、本稿はこの点を質的に確かめたい。 
 
３.仮説 
 以上、整理すると以下のようになる。第⼀に、地⽅政治では国政ほどに明確な政党対⽴が
あるわけではない。第⼆に、しかしながら地⽅政治における政党組織は国政よりはやや緩や
かである。特に共産党や公明党以外の政党にその傾向が顕著である。第三に、⾸⻑与党所属
議員は公約と議員活動が⼀致するが、⾸⻑野党議員は公約と議員活動が⼀致しない傾向があ
る。まとめると、都議会では、基本的に掲げられた公約に沿って政策が⽴てられ、その通り
に議員活動が⾏われるが、その傾向は⾸⻑与党である都⺠ファースト、共産党や公明党のよ
うな組織において顕著であるという仮説が⽴てられる。 
 
４.分析 
 各政党の政策実現度を確かめる指標として、アンケートの「あなたが現在最も積極的に取
り組んでいる政策は、主にどのような⼈々を対象にしたものでしょうか。」の⾃由回答の結
果と実際の政党の政策まとめを政党ごとに⽐較し、表 1 を作成した。 
 

 
表１都議会各会派の政策とその対象 

 



 都議会会派のうち、ミライについては、今回の⽬的は 2021 年都議選時の会派の⽅針と個
々の議員の⽅針の⽐較なので、会派の⽅針が 2021 年時点で明らかではなかったことから、
対象から外したまた、維新の党、東京⽣活者ネットワークは無所属に含まれる。 
 各議員が挙げた政策対象者の政党ごとの割合と、各政党が 2021 年都議選時に発表してい
た優先政策の内容を⽐較し、各政党の政策実現度を検討した。政党ごとのデータを以下に述
べる。各議員が政策対象とする層の⾔及割合を、政党内でまとめ、表２を作成した。(⼩数
点以下四捨五⼊)。 
 

 
表２都議会各会派の政策対象の⾔及割合 

 
 以下、表２の割合と表１に記載した優先政策を⽐較し考察する。 
(a) ⾃⺠党 
 表１から優先政策が、コロナ感染症対策、経済再⽣、災害対応となっているため都市計画
に重きが置かれている。表２では、他の政党と⽐較して就労者の割合が⾼いことから都市計
画につながると考える。そのため、⾃⺠党は優先政策と政策対象が⼀致していると⾔える。 
 
(b) 公明党 
 表１から、優先政策は三つとも保育料無償化など⼦供のための政策になっている。表２と
⽐較した際に、⼦供の割合と貧困層、⾼齢者の割合が同数値であると読み取ることができる
。貧困層と⾼齢者のための優先政策が掲げられておらず、⼦供、⼦育て世代を対象とした政
策に偏っていることから、優先政策と実際の政策対象の⼀致度が低いのではないかと考える
。 
 
(c) ⽴憲⺠主党 
 表１から、優先政策は貧困、格差の解消と⼦供を対象としたものである。表２と⽐較する
と、⼦供が⼤きな割合を占めており貧困層と⾼齢者も対象としていることから、優先政策と
実際の政策対象の⼀致度はかなり⾼いと考える。 
 
(d) 共産党 
 表１より、コロナ対策として都⺠に向けられた政策と貧困格差をなくす優先政策となって
いる。表２と⽐較すると、貧困層、就労者、⼥性、就労者といった貧困格差社会の対象とな
る⼈々を対象としていることから、優先政策と政策対象の⼀致度が⾼いと考える。また、⼦
供に対する割合も⼤きくなっており格差社会には⼦供も対象とされると考える。 
 
(e) 都⺠ファーストの会 
 表２と⽐較すると就労者の割合が⾼くなっていることから、優先政策と政策対象の⼀致度
は⾼いと考えることができる。しかし、⼦供の割合が最も⾼くなっていることにもかかわら
ず⼦供に対する政策が優先政策に掲げられていないため、⼦供に関しては、優先政策と政策
対象の⼀致度が若⼲低いと考えることができる。 



 
(f) 無所属 
 無所属は、三つの政党のうち⽣活者ネットワークからの回答のみである。表１から、⽣活
者ネットワークの優先政策は⼦供、若者に対するものとなっている。表２から、⾼齢者も対
象としていることがわかる。しかし、⾼齢者に関する優先政策がないため、優先政策と政策
対象が完全に⼀致しているわけではない。 
 
５.結論 
 全体をまとめると政党の優先政策と実際の政策対象の⼀致度は⾼いと考える。優先政策で
掲げられている政策の対象が議員のアンケート結果とほぼ合致する政党は多い。政党によっ
ては、割合が⾼かった対象に向けた優先政策が掲げられていないものもあったが、その場合
は複数政党⽀持者を狙っているのではないか。河井（2016）によれば、ネットをよく利⽤
している・ネットに関⼼がある政党は複数政党⽀持者を狙っている。複数政党⽀持者を狙う
ということは、政策対象も複数に拡散するということである。政策対象を絞っている政党は
政策実現度が⾼くなるが、政策対象を複数としている場合は政策実現度を上げることが難し
いのではないだろうか。 
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